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大里広域市町村圏組合新ごみ処理施設整備基本設計策定、環境影響評価調

査計画書作成及び土壌汚染調査業務プロポーザル企画提案書作成要領 

 

当該プロポーザルへの参加を希望する者については、次のとおり企画 

提案書等を作成し提出すること。なお、企画提案書には提案者が特定でき

る表現及び表示等を用いないこと。 

 

１ 提出書類の名称 

大里広域市町村圏組合新ごみ処理施設整備基本設計策定、環境影響評

価調査計画書作成及び土壌汚染調査業務プロポーザル企画提案書 

２  企画提案書の様式 

  企画提案書の様式は次のとおりとする。 

⑴ 業務の実施方針 

ア 本業務委託を遂行するため、受託者としての具体的な実施方針を

記載すること。 

イ A4 版任意様式６ページ以内に記載すること。 

 ⑵ 実施スケジュール 

ア 委託期間を令和３年６月２日から令和４年３月２５日として、組

合と契約締結した場合の業務の実施スケジュールを記載すること。 

イ 業務の実施手法及び実施スケジュールについて具体的に記入する

こと。 

ウ A3 版任意様式１ページ以内に記載すること。 

 ⑶ 事業全体スケジュール 

ア 新施設建設供用開始及びその後の現施設解体等まで、事業化に向

けた円滑なプロセスを工程に記載すること。 

イ A3 版任意様式１ページ以内に記載すること。 

【条件】 

 ア 新施設供用開始まで現施設を稼働しつつ進めること。 

イ (仮称)新深谷清掃センターは令和１１年４月供用開始を目標と 

する。 
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ウ  (仮称 )新熊谷衛生センターは令和１３年４月供用開始を目標と 

する。 

エ  現熊谷衛生センター第２工場及び現深谷清掃センターは (仮称 ) 

新深谷清掃センター供用開始まで稼働させた後、解体する。 

オ 現熊谷衛生センター第１工場及び現江南清掃センターは(仮称) 

新熊谷衛生センター供用開始まで稼働させた後、解体する。 

 ⑷ 特定テーマについて 

各設問 A4 版任意様式２ページ以内（合計６ページ以内）で設問に対

する対応策等について提案内容を記載すること。 

なお、「⑸ 自由テーマ」を踏まえた提案内容とすること。 

ア  当該地区において、基本設計を策定するに当たり、考えられる  

課題、留意事項とその対応案について 

イ 当該地区において、環境影響評価を実施するに当たり、考えられ

る課題、留意事項とその対応案について 

ウ 当該地区において、土壌汚染調査を実施するに当たり、考えられ

る課題、留意事項とその対応案について 

⑸ 自由テーマについて 

A4 版任意様式２ページ以内で本業務に関する独自提案について自由

に記載すること。以下に例を示す。 

ア  着実な事業スキームの構築に資する提案と本業務における実施 

内容 

イ  組合の財政運営にとって有益となる提案と本業務における実施 

内容 

ウ 組合の住民にとって有益となる提案と本業務における実施内容 

※あくまで例であり自由提案とする。 

３ 注意事項 

⑴ 企画提案書の正本は、押印のある様式５(※実施説明書参照)を表紙

とすること。副本は白紙を表紙とし、事業者名等を一切記載しないこ

と。 
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⑵ 企画提案書の記述にあたっては、説明を要せずとも提案書を読んで

理解ができる内容とすること。提案書に記載する内容は全て本事業に

おける実施義務事項となる。 

⑶ 説明は文章をもって行い、図等はその補助として用いること。図の

みの説明は認めない。 

⑷ 書式の縦・横、印刷のカラー・白黒は問わない。 

⑸ ページ番号を付して作成すること。 

⑹  図表等については、必要に応じて A３判横書きでも可とするが、  

折り込むこと。 

⑺ 企画提案書を受け付けた後の追加及び修正は認めない。 

⑻ 企画提案書等の返却は行わない。 

⑼  企画提案書等の作成及び提出等に要する費用は、すべて提案者の 

負担とする。 

⑽ 提出期限までに必要書類が提出されない場合は失格とする。 

⑾ 企画提案書等に虚偽の記載をした場合は、当該企画提案書等を無効 

とする。 

⑿ 提出された企画提案書等は、公平性、透明性及び客観性を期すため、

公表することがある。 

４ 提出方法 

持参のみとする。 

５ 提出期限 

令和 3 年 5 月 19 日（水）の午後５時まで 

６ 提出先 

〒360-0857 埼玉県熊谷市西別府５８３－１ 

大里広域市町村圏組合 建設準備課 

７ 提出部数 

    企画提案書提出書１部(様式５) 

 企画提案書 １０部：正本は、押印のある様式５(※実施説明書参照)

を表紙とすること。副本は白紙を表紙とし、事

業者名等を一切記載しないこと。 


